様式第6号(第9条関係)

協　議　書


[bookmark: _GoBack]　開発行為申請者　　　　　　　　は、山梨県中央市　　　　　　　　　　　　　地内の開発行為により設置される公共施設について、これを管理することになる中央市長　　　　　　　　と次のとおり協議が成立したことを確認する。

年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　住所　　山梨県中央市臼井阿原３０１番地１
　　　　　　　　　　　　　　氏名　　中央市長　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　開発行為者　住所
　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


１　中央市に帰属する公共施設の範囲
　名称　　　　　　　規格　　　　　　　　面積　　　　　m2

２　国土交通省に帰属する公共施設の範囲
　名称　　　　　　　規格　　　　　　　　面積　　　　　m2

３　帰属の時期
　中央市開発行為指導要綱第１７条第２項の検査済証交付の翌日
　都市計画法第３６条第３項の工事完了公告の翌日

４　帰属の方法
　(1)　中央市に帰属する公共施設
工事完了届に工事前後及び工程の写真１部にその他必要書類を添付して中央市に提出する。
　(2)　国土交通省に帰属する公共施設
国土交通省所管国有財産部局長の定めるところによる。
